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序　　文

フィリピン共和国政府は、自国の工業製品の品質を向上させ、国際競争力の強化を図ることに

力を注いできました。

そして、それを達成するための一環として、我が国の協力のもと、①工業標準化の振興、②工

業製品品質管理の改善・普及、③企画開発及び製品認証に係る試験・検査制度の整備・充実を促

進するためのマスタープランを 1990 年 1 月に作成し、それをもとにして 1992 年 5 月に我が国に

対してプロジェクト方式技術協力の要請を行いました。

これに対して、我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて、事前調査団、長期調査員を派

遣して、協力の内容、協力実施の可能性等についてのフィリピン共和国政府との協議・調査を経

たのち、協力実施可能との結論に達し、1993 年 8 月に実施協議調査団を派遣して、討議議事録

（Record of Discussions）の署名交換を行い、1993 年 8 月 24 日から 4 年間にわたる協力を開始し

ました。

プロジェクト開始後約 1 年 11 カ月が経過した現時点において、JICA はプロジェクトの進捗状

況の確認及び今後のプロジェクト運営についてフィリピン側関係者と協議を行い、年次計画

（Annual Work Plan）を策定するとともに、本プロジェクトの主要な実施場所であるビクータン

試験所の開所式（1995 年 7 月 25 日開催）に出席することを主な目的として、1995 年 7 月 17 日か

ら 7 月 26 日まで巡回指導調査団を派遣しました。

本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関し、ご協

力いただいた両国の関係各位に対し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願

いする次第です。

1995 年 8 月

国 際 協力事業団　　
鉱工業開発協力部　　　 　　　

部長　松 澤 　 憲 夫　　　
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1　調査結果の要約

（1）本プロジェクトにおいては、1993 年 8 月のプロジェクト協力開始後、現在までの 1 年 11 か

月間に長期派遣専門家 3 人及び短期派遣専門家 13 人、計 16 人を派遣し、4 人の研修員を受け

入れ、現在までのところ、専門家派遣及び研修員受入れについては、おおむね計画どおりに進

展している。また、機材供与に関しては現在までに、照明器具、電線、配線器具の試験機器等

を中心に約 2 億 8,000 万円分が購送され、プロジェクトの主要機材はすべて供与が完了した。

一方、フィリピン側の本プロジェクトに対する予算額及び本プロジェクトの配置職員数は、

1995 年度（1995 年 1 月～1995 年12 月）12,372 千ペソ、32 名であり、討議議事録（R ／D）締

結時の計画を上回る投入が行われている。また、主要なプロジェクト・サイトであるビクータ

ン試験所の整備は 1995 年 3 月に完了しており、7 月 25 日には同所の開所式が取り行われた。

したがって、プロジェクトに対する双方の投入の実施状況は良好であるが、暫定実施計画

（TSI）については、「電気試験分野の長期専門家の派遣期間を短縮し、短縮された期間分を短

期専門家で対応すること」等について変更することとされた。

（2）プロジェクトの活動については、電気試験分野では現在までに当初予定された証明器具、電

線、配線器具の試験項目のうち、相当数の試験の技術移転が既に行われており（付属資料 1．

ミニッツの ANNEX4 参照）、今後は機器の校正・保守マニュアルの整備等にも重点を置いて

活動を行っていく見通しとなっている。

また、標準化・品質管理分野については、短期専門家の指導により、セミナー、工場検査実

習などを通した品質管理等についての技術移転が精力的に行われており（付属資料 1．ミニッ

ツのANNEX5、6 参照）、1995 年 8 月派遣予定の長期専門家によって更に標準化・品質管理に

ついての技術移転が進められる予定となっている。

したがって、技術協力は現在までのところ順調に活動が進められているので、技術協力計画

（TCP）については変更不要であることが確認された。

（3）カウンターパートは、本プロジェクトの活動のほか、輸入品・国内製品検査等の従来業務を

遂行せねばならず、いささか多忙ではあるが、現在のところ、ジョブホッピングもなく真剣に

業務に取り組んでいる。

（4）以上のとおり、本プロジェクトはおおむね順調に展開しており、この状態が継続すれば本プ

ロジェクトは十分な成果をあげることが期待される。
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（5）なお、フィリピン側は、1）1996 年度に日本側の支援により標準化・品質管理についての大

規模なセミナーを開催すること、2）今後のプロジェクトの方向性として①電気試験をサポー

トする化学・物性試験、②家庭用電気製品についての規格適合試験、③セミナー・研修活動、

を実施することを強く要望しており、今後の協力にあたっては、これらの点に留意すること

が肝要である。
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2　巡回指導調査団派遣

2 － 1　調査団派遣の経緯と目的

本プロジェクトは、フィリピンにおいて工業標準化・認証制度・品質管理を所管している製品

規格局（BPS）に対して、①電気分野の製品の認証に係る試験技術、②フィリピン国内の工業標準

化、認証制度、品質管理を改善することを可能にするための技術を移転することによって、BPS の

機能の強化を図り、究極的には、フィリピンの電気製品の規格に係る体制の整備を図り、電気製

品の品質向上、輸入品に対する競争力の強化、海外における信頼性の確保、フィリピン国民の安

全・繁栄に資することを目標とするものであり、1993 年 8 月 24 日より 4 年間の協力期間で実施さ

れている。

プロジェクト開始後約1 年 11 カ月を経過した現時点において、JICA は、①プロジェクトの進捗

状況の確認、②プロジェクトについてのフィリピン側の要望の調査、それを踏まえたうえでの年

次計画の検討、③暫定実施計画、技術協力計画の確認、見直し、④プロジェクトの状況の確認（試

験所の状況、カウンターパートの配置状況、機材の状況等）、⑤試験所の開所式への出席、を行う

ことを目的として、1995 年 7 月 17 日から 7 月 26 日まで巡回指導調査団を派遣した。

2 － 2　調査団の構成

氏　　名� 担当事項� 所　　属　　先�

団長� 田中　正躬� 総括� 通商産業省工業技術院標準部部長�

団員� 鬼束　忠人� 技術協力計画・�
副総括　　�

通商産業省工業技術院標準部国際企画室室長補佐�

団員� 橋本　　進� 標準化・品質管理�（財）日本規格協会国際標準化協力センター次長代理�

団員�

団員�

千葉　宣臣�

新居田知生�

電気試験�

プロジェクト運営管理�

（財）日本電気用品試験所東京事業所認証サービス部部長�

国際協力事業団鉱工業開発協力部鉱工業開発協力課職員�
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Laboratory）

・SAMSON D. PADEN（Senior Trade-Industry Development Specialist）

国家経済開発庁（NEDA）

・ROLANDO G. TUNGPALAN（Director）

・EDNA CAPASILLO（Project Monitoring Staff）

科学技術庁金属工業研究開発センター（MIRDC-DOST）

・DOMINADOR CABATIC（Deputy Director）

工場視察〔SHARP (PHILS.) Corporation〕

・TAKEHISA NAKANO（President & General Manager）

・ABRAHAM R. MENDOZA（Factory Manager, Production Division）

＜日本側＞

在フィリピン日本大使館

・桂　誠（公使）

・中沢　則夫（一等書記官）

プロジェクトチーム

・吉満　博（チーフ・アドバイザー）

・石田　和基（業務調整）

・窪田　憲司（電気試験）

・島田　満治（TQM）

JICA フィリピン事務所

・橋本　明彦（所長）

・力石　寿郎（次長）

・井上　鈴鹿（担当職員）







─ 8 ─

障なく行われたことが確認された（ミニッツ 1.1（3）及び ANNEX1 参照）。

これらの機材の供与が完了したことにより、前回の調査団派遣時までの供与分（照明器具

試験器類等約 1 億 2,050 万円、電線等試験器類等 2,700 万円、合計約 1 億 4,750 万円）と併

せて、本プロジェクト開始当初計画された主要機材については、ほぼ全部の供与が完了した

こととなる。

また、調査団はフィリピン側に対して、1995 年度の機材供与のうち本邦調達分（電気絶

縁テープ圧着試験器、電球類のキャップ・ホルダー用ゲージ類、電線被覆研磨機等約 800 万

円）の調達スケジュールについて、1996 年 3 月までに調達を完了し、3 月ないし 4 月にフィ

リピンへ到着させるべく手続きが進められている旨、説明を行った。

また、調査団は、1995 年度当初フィリピン側から要望された機材のうち、合成樹脂変形

試験器（合成樹脂製電線管材料試験器）については、予算額の関係上、本調査団派遣の時点

では供与計画の対象外とされていることを説明した（ミニッツ 2.1（3）参照）。

更に、調査団とフィリピン側との間で行われた機材供与についての協議の概要は以下のと

おりである。

1）これまでに供与された機材自体は、大きな問題もなく試験実施のために現に使用さ

れ、ないし使用されつつあるが、①試験所スタッフの増員に伴う試験器具の不足、②

より効率的な試験・多様な試験実施のために必要な試験器具の不足、が問題となる可

能性があることが今後の課題として確認された。

2）供与された機材のうちには、予算・設計等の都合上、必要な試験をすべて実施する

ために必要な補助機材が欠如しているものがあることが判明した（電線類試験器具の

うち、スパークテスターについて電線巻上器、電線折曲器について電圧印可器が欠如）。

そして、この点に関し、今後の対応についての打合せが行われ、基本的に現地にお

いて現存機材を工夫して対応することとしつつも、適宜、日本側予算（携行機材費、プ

ロジェクト現地業務費等）、フィリピン側予算による対応を検討すべきこととされた。

3）供与機材の有効な活用のためには、現地での実情に応じた裁量によって臨機応変に

執行することのできる費用の増加が必要であるとの見解があった。

3 － 1 － 2　フィリピン側

（1）建物施設等プロジェクト・サイト基盤整備状況（ミニッツ 1.2（3）参照）

本調査団において、本プロジェクトの実施場所であるビクータン試験所の環境整備のため

の工事が 1995 年 3 月に完了したことにより、試験所の環境が大幅に改善されたことが確認

された。

特に、Test Room C-E については、日本側の応急対策費等による対応により、天井への
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断熱材の配設、室内の間仕切り壁の設置、大型空調設備の設置が行われ、更に試験所スタッ

フによる環境整備のための努力が行われた結果、試験所としての基盤整備状況が飛躍的に

向上したことが確認された（ミニッツ 1.1（4）参照）。

また、各試験室は、「Keep Clean And In Order」のスローガンのもと、良好な環境に維持

されていることが確認された。

（2）機材措置及び維持管理状況（ミニッツ 1.2（3）参照）

供与機材の設置状況及び管理状況が良好であることが確認された。具体的に今回の調査

結果をまとめれば以下のとおりである。

＜設置状況＞

1）1995 年 3 月に完了した試験所の環境整備のための工事の結果、供与機材の設置スペー

スが若干縮小したことが確認された。しかしながら、それらの機材の設置は当初計画に

ほぼ準じて行われており、試験実施上大きな支障はないものと判断された。

2）前回の調査団派遣時には計画段階であった、本プロジェクト機材のうちの一部の機材

の隣接スペースへの設置（化学部門試験所への設置）が実行され、機材が整備された環

境下に置かれていることが確認された。

3）前回の調査においては、電気材料試験機の設置場所についての問題（試験機使用時の

有毒ガス発生に対する対処の問題）が提起されたが、今回の調査団において、その機材

のために換気扇付きの小部屋が設けられたことによって問題は解消し、試験機も良好に

活用されていることが確認された（ただし、今回の調査において、使用時に有毒ガスを

発生するおそれのある機材がほかにもあることが確認され、それについては今後注意す

る必要があることが確認された）。

＜維持管理状況＞

1）本調査団派遣の直前にプロジェクトに到着した一部の機材を除き、大型機材のほとん

どは電源に接続されて稼働状態にあり、小型機材（メーター類、測定器具等）は常時使用

可能な状態で棚に保管されていること、及びそれらの機材はカウンターパートによる誤

使用もなく良好に維持管理されていることが確認された。

2）試験機の操作マニュアル類は、試験項目の観点に従ってファイル化され、試験現場と

Library に設置されていることが確認された。

3）規格適合試験実施のための試験実施マニュアルとして、「計測技術の基礎知識」「照明

器具、電線、ケーブルの基礎知識」「電気材料試験、電気計器校正方法の解説」が作成済

みであることが確認された。

4）試験機の校正についての体制整備が幾分遅れ気味であることが確認された。そして、今

後、①本プロジェクト・サイトに隣接する金属工業試験研究開発センター（MIRDC）に



─ 10 ─

校正業務を委託する、②校正業務についてカウンターパートのなかで専任の担当者を決

定する、などの対応により、早期に対処することが必要であることが確認された。

5）標準化・品質管理関連機材として供与された書籍・ビデオ類は、Meeting Room Library

に整理して配備され、短期専門家による技術指導等に活用されていることが確認された。

（3）組織、カウンターパート及びスタッフの配置（ミニッツ 1.2（1）及び ANNEX2 参照）

フィリピン側が本プロジェクトのために、1995 年 7 月現在M／D の ANNEX2 に記載さ

れるとおり 32 名のカウンターパート及びスタッフを配置していることが確認された。この

数字は R ／ D 締結時の予定人数を上回るものであり、フィリピン側の努力は評価し得るも

のである（なお、プロジェクト・ディレクターのMr. Navarrette は、本プロジェクトのフィ

リピン側実施機関であるDTI-BPS 局長からDTI 次官に昇格したが、引き続き本プロジェク

トのプロジェクト・ディレクターを担当）。

また、カウンターパートの多くは本プロジェクト以外の業務を担当しているため、本プ

ロジェクトのためにフルに時間を割くことができない状態にあるが、今回の調査団におい

て、日本人専門家、カウンターパートなどからの事情聴取、技術移転の進行状況の調査を

行った結果、技術移転の進捗は良好であり、人員配置についてプロジェクトの進行に差し

支えるほどの深刻な問題はないことが確認された。

また、本プロジェクトの試験所の組織については前回の調査団派遣時と変更ないことが

確認された。

（4）ローカルコスト負担（ミニッツ 1.2（2）及びANNEX3 参照）

本プロジェクトのフィリピン側のローカルコスト負担は、ミニッツの ANNEX 3 に記載

されるとおりであり、1995 年度は供与機材の輸入関税を含め合計で 12,372 千ペソであるこ

とが確認された。この数字は R ／ D 締結時の予定額を上回るものである。

また、今回の調査団において、日本人専門家、カウンターパートなどからの事情聴取を

行った結果、フィリピン側のローカルコスト負担についてプロジェクトの進行に差し支え

るほどの深刻な問題はないことが確認された。

3 － 2　次年度計画等

3 － 1 に記載した暫定実施計画（TSI）の進捗状況を踏まえ、1995 日本会計年度の計画について

の協議及びR ／D 締結時に合意された暫定実施計画（TSI）の見直しが行われ、暫定実施計画（TSI）

については、①本巡回指導調査団の派遣時期の変更及び②電気試験分野の長期専門家の派遣期間

の変更、が行われた（ミニッツ 3.2 及び ANNEX8 参照）。

なお、R ／ D 締結時に合意されたマスタープランについては、修正・変更は不要であることが

確認された（ミニッツ 3.1 参照）。
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3 － 2 － 1　日本側

（1）専門家派遣（ミニッツ 2.1（1）及び 3.2 参照）

長期専門家については、①現在派遣中のチーフ・アドバイザー、業務調整、電気試験の 3

分野のほか、1995 年 8 月 21 日からプロジェクト終了時まで標準化・認証・品質管理分野に

ついて 1 名の派遣が新たに行われること、②当初プロジェクト終了時までであった電気試験

分野の長期専門家の派遣期間を 1997 年 3 月までとし、1997 年 4 月以降プロジェクト終了時

までは長期専門家に代わり短期専門家が派遣されること、が合意された。

また、フィリピン側は現在派遣中の以下の長期専門家について派遣期間を延長することを

要望した。これに対して調査団は、1995 年 10 月末までに在フィリピン日本大使館にこれら

の長期専門家の派遣期間延長の要請書を提出するよう説明した（ミニッツ 4.2 参照）。

1）吉満　博（チーフ・アドバイザー） 1997 年 8 月 23 日まで延長要望

2）石田　和基（業務調整） 1997 年 8 月 23 日まで延長要望

3）窪田　憲司（電気試験） 1997 年 3 月 28 日まで延長要望

また、短期専門家については、1996 日本会計年度には以下の 3 分野での派遣がフィリピ

ン側から要請された。

1）電気機器の製造手法・品質管理

2）電気試験

3）品質管理

（2）研修員受入（ミニッツ 2.1（2）参照）

1996 日本会計年度には、以下の 4 分野での研修員受入がフィリピン側から要請された。

1）標準化・品質管理

2）規格開発

3）電気試験

4）試験所運営管理

（3）機材供与（ミニッツ 2.1（3）参照）

本プロジェクトの主要機材については 1995 日本会計年度までで供与が完了することとな

るが、今回の調査団においては、フィリピン側から、更にプロジェクトの円滑な推進を図る

ために、1996 日本会計年度に以下の機材の供与を日本側から実施することが要請された。

これに対して、調査団は、1996 日本会計年度の機材供与についてはフィリピン側の要望

を斟酌しつつ予算の範囲内で対応されることを説明し、フィリピン側は後日要望する機材

のより具体的内容についての情報を日本側に通知することとされた。

1）合成樹脂の軟化特性試験機

2）電気試験機材・測定器のための校正用機材
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3）電気試験のデータ処理等を促進するコンピューター及び周辺機器

4）フーリエ変換赤外線分光光度計

3 － 2 － 2　フィリピン側

フィリピン側暫定実施計画（TSI）の次年度計画については、（1）カウンターパート及びスタッ

フの配置、（2）ローカルコスト負担、について協議が行われた。結果は以下のとおりである。

（1）カウンターパート及びスタッフの配置（ミニッツ 2.2（1）及び ANNEX2 参照）

フィリピン側が 1996 年度以降、ANNEX2 に記載されるとおり 31 名のカウンターパート

及びスタッフを配置する予定であることが確認された。

（2）ローカルコスト負担（ミニッツ 2.2（2）及びANNEX3 参照）

フィリピン側が1996 年以降、ANNEX3 に記載される計画に従い、本プロジェクト実施の

ためのローカルコストを確保する予定であることが確認された。
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4　技術協力計画（TCP）の進捗状況と次年度計画

4 － 1　技術協力計画（TCP）の進捗状況

1993 年 8 月 24 日に本プロジェクトが開始されて以来、本調査団が派遣されるまでに約 1 年 11

か月が経過したが、その間の技術協力計画の進捗状況は以下のとおりであることが確認された。

（1）技術移転（ミニッツ 1.3（1）及びANNEX4 参照）

前回の調査団派遣時には、改修工事・電気供給工事の完了の後れ等の理由のため、電気試

験分野についての技術移転はプロジェクト開始当初の予定よりも若干後れ気味であった。し

かしながら、その間、座学による技術移転が計画的に進められるとともに、電気供給工事の

完了以降、試験機材を使用する技術移転が精力的に進められた結果、本調査団派遣時までに、

電気試験については以下の事項についての技術移転が実施され、技術移転の後れはほぼ解消

されたことが確認された。

＜電気試験についての技術移転事項＞

1）電気試験についての基礎知識

①照明器具

②電線とケーブル

③電気安全に関する試験

④電気材料に関する試験方法

⑤電気機器の校正

2）試験技術

①照明器具〔PNS（フィリピン国家規格）2〕

②蛍光灯用安定器（PNS12）

③電線とケーブル（PNS35）

④白熱電灯（PNS38）

⑤ランプホルダーと蛍光灯スターターホルダー（PNS45）

⑥スナップスイッチ（PNS57）

⑦塩化ビニル外装ケーブルとコード（PNS163）

3）試験所運営管理

①在庫管理

②試験業務の進捗管理

③試験機器の保守・校正
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また、標準化・品質管理については、短期専門家（2 名）が派遣され、以下のとおりの事項

について技術移転が実施された。

＜標準化・品質管理についての技術移転事項＞

1）QC7 つ道具を中心とする統計的品質管理

2）生産性維持管理

3）QC 工程表

4）改善のための技法

（2）セミナーの実施（ミニッツ 1.3（2）及び ANNEX5 参照）

プロジェクトの活動として「電気試験」についてのセミナーが 1 回（於パブロボーン工科大

学）、「品質管理」についてのセミナーが8 回（製品規格局内 2 回、ビクータン、パムパンガ、カ

ガヤンデオロ、イリガン、セブ、ダバオ各 1 回）成功裏に実施されたことが確認された。

（3）工場内実務研修（ミニッツ 1.3（3）及び ANNEX6 参照）

プロジェクトの活動として、カウンターパートに品質管理、電気試験の実務を習得させる

ことを目的として、工場内での実地の研修が 13 回実施され、カウンターパートが品質管理、

電気試験に関する工場内実務について多くの知識を習得したことが確認された。

4 － 2　次年度計画等（ミニッツ 2.3 及び ANNEX7 参照）

4 － 1 に記載した技術協力計画の進捗状況を踏まえ、1996 日本会計年度の計画についての協議

が行われ、M ／ D の ANNEX7 に記載されるとおりの次年度計画が策定された。

次年度計画における特記事項としては、フィリピン側が、日本側の支援により標準化・認証・品

質管理についての大規模なセミナーを開催することを要望したことがあげられる。

なお、技術協力計画（TCP）については、特に修正の必要はないことが確認された。
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5　その他の特記事項

（1）フィリピン側は、本プロジェクトの試験所においては、将来的に日本の援助により、以下の

事項を実施することを要望していることが確認された（ミニッツ 4.3 参照）。

1）電気試験をサポートする化学、物性分析

2）家庭用電気製品についての電気試験

3）セミナー、トレーニングコースの開催

（2）1995 年 7 月 25 日に本プロジェクトの試験所において開所式が行われた。当日交通事故によ

る幹線道路の交通渋滞が発生したため、開所式の開催が約 1 時間遅れたほか、出席予定者のう

ちの数名が出席できないという事態が生じたが、日本、フィリピン双方の出席者等の努力によ

り開所式は成功裏に実施された（資料 2 参照）。
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6　調査団所見

（1）今回の調査において、1）日本、フィリピン両国とも、それぞれの実施事項（日本側：専門家

派遣・研修員受入・機材供与、フィリピン側：人員配置・予算確保・機材措置・プロジェクトサ

イト整備）をおおむね適切に実施していること、2）技術移転は順調に進められていること、が

確認された。

プロジェクト・サイトは改修工事が完全に終了し、試験所としての様相が整い、カウンター

パートの面々は現在のところジョブホッピングもなく真剣に本プロジェクトの業務に取り組ん

でおり、本プロジェクトについては十分な成果があげられることが期待される。

（2）本プロジェクトの進捗状況は良好であると判断されるが、今後更にプロジェクトが円滑に実

施されるためには、電気試験分野については、1）フィリピン側が人員配置、予算措置等につい

て適切な措置を継続的に実施すること、2）技術移転が進むにつれて当初計画においては看過さ

れていた重要な技術ポイントが明らかになるので、その技術ポイントに即した特定の技術分野

の短期専門家の派遣、補完的機材の供与、日本側国内支援委員会の適切かつ強力な支援、を実施

すること、 3）カウンターパートの自立性・応用力を向上させるために、マニュアル類の作成・整

備、原理原則を理解したうえでの機材の活用を心掛けさせること、が重要である。

また、標準化・品質管理分野については、1995 年 8 月より長期専門家が派遣される予定となっ

ているが、フィリピンにおいては規格についての考え方、方針が不明確、認識不十分な面がある

ので（他国の規格を自国の事情を考慮せずに借用してそのまま自国の基準とする点など）、規格

についての基本的な考え方を含めて技術移転を行い、フィリピンの国家規格の体系化を図らせ

ることが重要である。



付　属　資　料

　　　　　　　　　　　　資料 1　ミニッツ

資料 2　ビクータン試験所開所式式次第
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